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は じ め に
　日本は２00８年をピークに人口減少に転じた．２0１0年に １ 億２８00万人であった日本の総人口は，
２0５0年は９７00万になり，そのうち６５歳以上の高齢者の割合は３８.８％，実に ５ 人に ２ 人が高齢者にな
ると推計されている（国立社会保障・人口問題研究所）．人口減少と高齢化の ２ つの影響を受けるの
は，地方公共団体である．この課題を問題提起したのは，衝撃の書『地方消滅』１）（中公新書）であ
る．かつて岩手県知事で大きな改革をやり，実績をあげた増田寛也が，２0１４年 ５ 月に分析・公表
した事実による．それは，日本全国の市町村の約半分の８９６の自治体に，人口構造上「消滅」の可
能性があるという内容であった．多くの地方住民や地方自治関係者に衝撃を与えた．本小論は，
それを踏まえ，人口減少と高齢化の課題に果敢に挑戦している，いくつかの自治体を取り上げる．
勿論これらの自治体は日本国，都道府県の枠組み内にあるので，その歴史的，地理的，経済的位
置づけに配慮しつつ，人口減少対策，社会福祉政策（子育て支援，高齢者），公共サービス（２４時間
営業の図書館，村営バス），財源（大企業誘致），国に依存しない自立の精神，他市町村との交換経
済等の視点から分析した．
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１ ）　増田寛也編箸『地方消滅』中央公論新社，２0１４年 ８ 月．
2第 １ 章　北海道とニセコ町の観光業
第 １ 節　北海道の日本に於ける位置づけ
第 １ 項　歴史的位置づけ２）
　かつては蝦夷ヶ島といい，アイヌ民族が住んでいたが，鎌倉時代，幕府が渡島半島を流刑地と
して使用するようになった．江差地方等に漁民や商人が進出し，江戸時代，松前氏が福山を居城
に松前・江差を中心に藩政をしき，道南地方を支配した．幕末期，北方防衛の必要から全北海道
を幕府の直轄とし，明治維新を契機に蝦夷を北海道と改めて，本格的な開拓が始まった．明治１９
年に全道を １ つの特別行政区と改めて道庁を設置した．戦後，総理府に北海道開発庁を設置して
総合開発が図られている．現在北海道は３５市，１２９町，１５村（国後，択捉，色丹の ６ 村を除く）から
なる．
第 ２ 項　経済的位置づけ３）
　一人あたり県民所得（２0１１年度）は２４７.５万円で全国平均を下回っている（東京の ６ 割弱）．農林・
水産業の県内総生産（２0１１年度）は６６７９億円で全国 ５ 兆２９４９億円のうち， ２ 位の茨城県２２４２億円を
大きく上回り断トツ １ 位である．地方財政構造（２0１２年度）では，実質公債費比率は２１.７％で全国
最下位で（１８％以上は地方債が自治大臣の許可が必要であり，２５％以上になると起債が制限されるの
で），危険水域である．産業別有業者割合（２0１２年）は，第 １ 次産業６.0％，第 ２ 次産業１８.３％，第
３ 次産業７５.７％，農林業従事者１４.７万人（２0１0年国勢調査），漁民３.４万人（同）の第 １ 次産業が，全
国シェア １ 位のものが多い．てんさい１00％，小豆９４％，バター８８％，馬鈴薯７８％，小麦６６％，生
乳５２％，漁業生産物２７％，そして新聞巻取紙３８％，が全国順位 １ 位である（２0１２，２0１３年）．
第 ２ 節　ニセコ町と観光業４）
第 １ 項　ニセコ町のプロファイル
　札幌の南西に位置し，中山峠を超えて，車で ２ 時間半．パウダースノーで世界的に知られたス
キーの聖地である．オーストラリア人を中心に，韓国，中国，台湾，香港等アジア諸国からの観
光客も増加し，外国人が，多く訪れる町でもある．今やスキーシーズンだけでなく，ラフティン
グ，カヌーといった夏の観光も活発であり，通年型の一大リゾート地に変貌を遂げている．観光
で町おこしを図る自治体も多いが，観光客が増えれば，人口が増えるのか．ニセコ町は自然の利
得もあるが，町の政策も多くの示唆に富んでいる．
２ ）　『原色現代新百科事典』「北海道」．
３ ）　『データで見る県勢 ２0１５年版（第２４版）』．
４ ）　五十嵐智嘉子「住民が守ったパウダースノー」『中央公論』２0１５年 ２ 月号．
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第 ２ 項　人口動態５）
　ニセコ町は，虻田郡（アブタグン）（他 ２ 村， ３ 町）に属している．２00９，２0１４年の住民基本台帳
を比較すると，全国レベル（0.５％減），北海道レベル（１.８％減）では人口減少傾向なのに，数少な
い増加地域（0.７％増）である．ニセコ町は，「ニセコ積丹小樽海岸国定公園」の一角を占めてい
る．国勢調査によると，１９５５年には，８４３５人だった人口は減少傾向が続き，８0年代は４５00人前後
で増減を繰り返し，２000年から0５年にかけて１１６人（２.５％）増，そして直近の0５年から１0年にかけ
ては１５４人（３.３％）増を記録した．これは，道内 ４ 位の増加率である．増田寛也の『地方消滅』に
よれば，ニセコ町は若年女性人口変化率３８.４％減に留まっているが，１８８市区町村のうち，「消滅可
能都市」（２0１0～２0４0年推計で，若年女性人口減少率が ５ 割超過都市）が１４７を占める北海道におい
て，減少率は小さく若年女子の流出も少ない．１９５５年以降の減少は，離農が離村に繫がった結果
であり，８0年代自然増は横ばい傾向で，２000年以降は，観光業に携わる人を中心に継続的に転入
者が増加した結果と考えられる．では，どういう人々であるのか．
第 ３ 項　観光業の担い手
　人口減少が底を打った１９８５年から９0年，及び直近の２00５年から１0年にかけて cohort 法による，
５ 歳段階別・男女別純移動数（転入・転出差数）（国勢調査）に基づく，五十嵐智慧子の分析を借用
すると次のようになる．「男女ともに，１0代後半と２0代前半が転出超過しており，高校卒業時，大
学卒業時，就職時に町を出る人が多いと言える．しかしながら，２0代後半から４0代前半にかけて
転入超過に転じており，若い世代に対応した職があることがわかる．また，１0年には，５0歳代と
６0歳代も転入超過に転じており，退職を機に移住している人もいると考えられる．」先に示した年
齢層を中心に，全体的に上方シフトしており，転入超過の傾向が窺える．
第 ４ 項　地元の特質を熟知した外国人リーダーの存在
　観光庁のウェブサイト「観光カリスマ一覧」によると，オーストラリア人ロス・フィンドレー
氏は１９９0年に初来日．ニセコ地域の自然に惹かれ，１９９２年に隣町の倶知安町に移住した．１９９５年
には，ニセコアドベンチャーセンター（NAC）を設立．冬のスキーだけでなく，ラフティングを
はじめとする夏のスポーツの事業化に成功し，今では年間 ３ 万人が NAC のツアーに参加し，ニセ
コ町の観光客増に大きく貢献している．フィンドレー氏は，アウトドア事業について，若者が憧
れるライフスタイルと雇用機会を同時に若者に提供でき，若者の定着による地域の活性化に繫が
ると考えている．当初 ３ 人だった NAC のスタッフも今では８0人を数える．
第 ５ 項　小規模事業所の増加
　ニセコ町を管轄する岩内ハローワークの２0１３年 ２ 月以降の有効求人倍率を北海道平均と比較す
ると，岩内 HW では，１９９１年のバブル期と２00７年から0９年に １ を超えて上昇している．大規模宿
５ ）　『地域経済総覧 ２0１５年版』東洋経済新報社．
4泊施設の開業時期と一致しており，これが有効求人倍率を高めたと言える．0４年頃から，ニセコ
に外国人スキー客が増え始めた時は，バブル経済の瓦解で，スキー客が激減したニセコ町を救い，
新たな投資の一因となった．経済センサス（旧事業所・企業統計調査）によると，２00４年から0６年
に事業所数と従業員数が激増しているが，その殆どが従業員数が ４ 人以下の小規模事業所で，事
業所数は ９ ％，従業員数は１６％程度それぞれ増加している．ペンションや飲食店，チーズ工房，
スポーツ用具店等々，大規模宿泊施設の事業開始のみならず，小規模事業所の開設が，人口維持
を下支えしたことはほぼ間違いがないことである．
第 ６ 項　町住民の高度の自治意識
　９0年代になると，バブル経済が瓦解し，全国的に地方自治体の財政悪化が表面化し，住民参加
から住民主体のまちづくりへの転換が喧伝された．そんな中，ニセコ町に改革派町長が当選した．
町の予算と決算報告書をわかりやすく解説した冊子を全戸に配布し，町の財政に関する情報を共
有した．多くの町民が行政に関心を持ち，まちづくりにも参画するようになり，２00１年，住民の
手作りの，全国初の自治基本条例「ニセコ町まちづくり基本条例」が制定された．
第 ７ 項　観光協会の株式会社化
　通常の観光協会は，広報活動中心の任意団体で，事務員は役所からの出向で責任の所在が曖昧
が，とおり相場であった．しかし，ニセコ町は違った．全国で初めて，２00３年に町が ５ 割，町民
が ５ 割出資の株式会社ニセコリゾート観光協会が設置された．事務局長は公募によって選出され，
戦略的で機能的運用がなされた．
第 ８ 項　ニセコの「パウダースノー」のブランド化
　水分を含まないキメの細かな雪．雪崩防止の「ニセコ・ルール」の徹底．スキーのコースとコー
ス外にロープを張り，コース外に出ることを禁止し，罰則も徹底させた．
第 ９ 項　冬季以外の通年の仕事―人口の定着化
　１９９0年冬季の観光客入込数７９万人をピークに減少し始めた．逆に夏の入込数は，オーストラリ
ア人のフィンドレー氏のおかげで，尻別川のラフティングや山人気を背景に増加し始めた．１９９９
年から，夏季と冬季の観光客数が逆転している．ニセコ町の思惑に一致してきたが，冬の宿泊日
数の長さに比べ，夏季のそれは少ない等，課題はたくさん残っている．
第 ２ 章　福井県と鯖江市の眼鏡業　
第 １ 節　福井県の日本に於ける位置づけ
第 １ 項　歴史的位置づけ６）
　県域は旧越前国と若狭国からなる．越前は北陸道七カ国の一．越（コシ）の国を天武天皇の時代
に三分割して成立． ８ ～ ９ 世紀に能登・加賀二国を分離．越前では応仁の乱（１４６７－７７）の頃，朝
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倉氏が一乗谷に居城し，勢力を拡大し，蓮
レンニョショウニン
如上人の布教の一向宗との相克があった．関ヶ原以降，
松平家が越前の過半を統治，若狭小浜は京極氏，後酒井氏が封じられた．江戸時代末期は福井を
中心に絹織物業が発達した．明治１４年（１８８１）に越前と若狭両国を併せた現県境が確定した．現在
福井県は ９ 市 ８ 町 0 村からなる（２0１４.３.３１）．
第 ２ 項　経済的位置づけ７）
　一人あたり県民所得（２0１１年度）は２８４.１万円で，僅かに全国平均を下回っている（東京の６５％
で，年々差を詰めている）．有効求人倍率は１.２３倍で，全国的に不況だった２0１0年でも0.７９で日本一
で（全国平均0.５２，東京0.６５），１９９0年は２.３５（全国平均１.４0，東京１.７２）．全国でも珍しい「就職天国
の地」である．完全失業率のデータも同様である．２0１３年福井県のそれは，２.６％（全国第 １ 位），
全国平均は４.0％，東京４.２％．１９９７年福井県は１.９％（島根県１.７％に次いで ２ 位），全国平均３.４％，
東京４.１％．２0１２年の若年層（１５～２４歳）人口に占める有業者の割合（有業率）を都道府県別でみる
と，全国平均は８２.３％，最高値は福井県の８９.４％，東京８４.９％．
　産業別の製造物出荷額の繊維工業（２0１２年）では，全国 ４ 兆円の出荷額のうち，愛知県４７00億
円，大阪府３２00億円，岡山県２８00億円に次いで， ４ 位２４00億円を福井県が占めている．乗用車の
１00世帯あたりの保有数（２0１３年）は福井県は１７４.２台で全国トップである．全国平均は１0７.３台，東
京は最低の４６.８台．主要耐久消費財所有状況（２00９年１0月末）は，（１000世帯あたり台数で）システ
ムキッチンは７３２台で全国 １ 位，全国平均６0５台，東京５９0台．ベッド・ソファーベッドは１６９４台で
全国 １ 位，平均１２８４台，全国平均１２８４台，東京１１３９台．薄型テレビは１0１６台で全国 １ 位，全国平
均８６５台，東京８８６台． ５ 年に一度調査される住宅統計（２0１３年１0月末）によると，人口が少ない部
類の県なので，総住宅数は少ないのは当然であるが，持ち家率７６.５％，一戸建て率７８.５％は全国有
数．第 １ 種専用住宅になると，居住室数６.0８（全国平均４.５８，東京３.３８），延べ面積１４１.４平米（全国
平均９３.５，東京６６.７）で全国断トツ １ 位． ３ 世代世帯が多いことを住居統計から裏付けている．日
本一金持ちの県福井県．自殺率は人口１0万人あたり１７.９人と，全国一少ない県（全国平均２0.７，東
京２0.２）．平均寿命（２0１0年）統計では，男子８0.４７歳で全国 ３ 位，女子８６.９４歳で全国 ７ 位．
　主な生産物（２0１２年）は，メガネ枠（全国シェア９６％），メガネ部品（同８１％），縦編ニット生地
（同４0％），羽二重類（同４0％），漆器製台所・食卓用品（同３９％），ポリエステル長繊維物（３４％）
は何れも全国 １ 位．
６ ）　前掲『原色現代新百科事典』「福井県」．
７ ）　前掲『データで見る県勢 ２0１５年度版（第２４版）』．
6第 ２ 節　鯖江市と眼鏡業８）
第 １ 項　鯖江のプロファイル９）
　福井県鯖江市は，福井県の嶺北地方の中央部に位置し，福井市の南隣である．鯖江の由来は，
古墳時代，今から約２000年前，１0代崇神天皇の時代，北陸道征伐の途中，賊を倒した神矢の羽根
が鯖の尾に似ていたため「鯖矢」と呼ばれ，後「鯖江」に転訛した．鯖江に眼鏡作りが持ち込ま
れたのは今から１00年以上前の明治３８年頃，小さな村の貧しい農民たちのための農閑期の副業とし
てスタートした．国産眼鏡フレームの ９ 割を生産する鯖江の眼鏡業もけっして順調に発展したわ
けでない．１９７0年代，８0年代と順調に伸びた眼鏡業に携わる事業所数８９0，従業員数７９00人のピー
クを迎えた９0年前後，出荷額は９２年１１４５億円記録後，縮減傾向となった．そして２0１１年には出荷
額は５４0億円になり，ピーク時の半分に落ち込んでしまった．中村圭介によると，この衝撃的な変
化を引き起こした最大の原因は中国の台頭である．安い労働力と最先端の設備を武器に，短期間
で眼鏡生産が発達した．
第 ２ 項　鯖江市の人口動態１0）
　住民基本台帳によると，鯖江市の総人口は２0１0年 ６ 万７７３４人から１４年 ６ 万８２２８人に0.７％増であ
る．福井県下の鯖江市以外の市は，福井市，敦賀市，小浜市，大野市，勝山市，あわら市，越前
市，坂井市と全て人口減少している（0９年と１４年比較）．増加率は鈍化してきているものの，確認
できる１９５６年から長期にわたりほぼ増加基調であり，人口増加率は福井県下 １ 位である．生産年
齢人口は ４ 万２３６４人（２00９年）から ４ 万１１９0人（２0１４年）で，２.７５％減，年少人口は １ 万６８５人
（２00９年）から １ 万６１５人（２0１４年）で，0.６６％減である．合計特殊出生率（２00８―１２年）は，小浜
（１.７７），敦賀（１.７２）に次いで鯖江市は１.６８と高い数値である．
第 ３ 項　事業所事例
　Ａ　シャルマン
　シャルマンは鯖江と中国に生産拠点を持ち，世界１00カ国に販売網を擁し眼鏡フレーム製造・販
売の国内トップ・メーカーである．１９７0年代前半から僅か１0年足らずの間に，零細な部品メーカー
から総合部品メーカーへと変貌した．成功のヒントを纏めると次の点になる．⑴小売店への自販
を行う態勢を構築．「自社オリジナル・ブランド」を産地問屋，消費者問屋を経由せずに「小売店
に自販」する試みは，それまでの業界も常識に反することだった．製品に特別な競争力がないと
できないし，継続的にヒット製品が続かないと難しい問題である．⑵自社ブランド「シャルマン」
の構築．デザイン性と材質の高度化．シャルマンは自社ブランドと共に，他社のライセンス・ブ
８ ）　中村圭介「眼鏡産地の苦闘と「個」の時代のイノベーション」『中央公論』２0１５年 ２ 月号．
９ ）　『都市データパック２0１４年版』東洋経済新報社，２0１４年 ７ 月１６日．
１0）　前掲『データで見る県勢 ２0１５年版（第２４版）』．
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ランドを加味して，ブランドの厚みを増すことに成功した．0９年新チタン合金の開発に成功し，0６
年に既に実現していたレーザー接合技術を活用して新しい製品開発．チタン合金の精密加工を活
かし１２年より医療機器事業に参入．⑶新会社は眼鏡業界にしがらみの無い人々による生産態勢や
販売先の多角化に成功．販売先は欧州が ４ 割弱，国内２.５割，米 ２ 割，アジア １ 割．
　Ｂ　金子眼鏡
　１９５８年零細な眼鏡卸商として創業．産地の卸商から製品を買い取って，北海道，東北，北関東
の小売に卸す会社．眼鏡フレームの企画，製造，販売を行う有力な会社に発展した．その特徴を
掲げる． ⑴ ファッション性，富裕層に特化．自ら企画した自社ブランド化 BLAZE を構築． ⑵ 直
営販売店．２0１３年には，直営店（国内４４店，ニューヨーク １ 店） ⑶ 自社工場の設立（２00９年）
第 ４ 項　個々の企業の時代のイノベーション（中村圭介）
　第二次大戦後，鯖江がイノベーションを繰り返しながら，産地として成長していった．産地に
広がるイノベーションは産地を超え，世界に拡散．中国企業が模倣し，鯖江を苦しめた．この苦
い経験を糧に鯖江は蘇生した．先の事例研究で示したように，個々の企業が独自にイノベーショ
ンを起こし，攻めの生産，販売をした．行政が側面を強化し，正面での攻撃態勢も欠かせない．
先のシャルマンの新チタン合金の開発は「ふくい次世代技術産業育成事業補助金」の支援を受け
たもの，レーザー接合技術はふくい産業支援センター，大阪大学との産官学連携による共同開発
の成果である．
第 ３ 章　徳島県と神山町の IT ベンチャー　
第 １ 節　徳島県の日本に於ける位置づけ
第 １ 項　歴史的位置づけ１１）
　全県域が阿波国に当たる．鎌倉時代に佐々木氏・小笠原氏，南北朝・室町時代は細川氏，戦国
時代三好氏，江戸時代に蜂須賀氏になって明治維新を迎えた．明治 ４ 年に徳島県で発足したが，
一時，明治 ９ 年高知県に編入されたが，明治１３年に現行県域で，再び徳島県が確定した．現在徳
島県は ８ 市１５町 １ 村からなる．
第 ２ 項　経済的位置づけ１２）
　一人あたり県民所得（２0１１年度）は２６９.８万円で全国平均を下回っている（東京の ６ 割）．有効求
人倍率（２0１３年）は0.９９で県内の労働市場のほぼ需給を満たしている．生活指標では全国平均を上
回っているものが多い．例えば， １ 世帯あたりの実収入（２0１３年）は５６.８万円で全国平均を大きく
１１）　前掲『原色現代新百科事典』「徳島県」．
１２）　前掲『データで見る県勢 ２0１５年版（第２４版）』．
8上回っている（４７都道府県中１７位）． １ 住宅あたり延面積１１１.２平米（全国平均９３.１，東京６６.７）．１00
世帯あたりの乗用車保有台数１３５.５台（全国平均１0７.３，東京４６.８）．驚くべきことがある．人口１0万
人あたりの医師数は全国 ２ 位（２９６.３人， １ 位京都府２９６.７人），歯医者数全国 ３ 位（９９.６人， １ 位東京
都１１７.８人， ２ 位福岡県１0１.７人），薬剤師数は全国 １ 位（１９９.５人， ２ 位東京都１９８.１人）．
　主な生産物は，スダチ（２0１１年，全国シェア９８％），発光ダイオード（２0１２年，同６１％），白瓜
（２0１２年，同４５％）が日本一である．
第 ２ 節　神山町と IT ベンチャー１３）
第 １ 項　神山町のプロファイル
　徳島県のほぼ中部にあり，徳島市の西隣に位置している．子育て等の移住者が相次ぎ，全国的
に注目を集める過疎の町である．移住支援の核になっているのは，大
オオ
南
ミナミ
信
シン
也
ヤ
を理事長に抱く
NPO 法人「グリーンバレー」である．徳島県が行ったテレビの難聴地域解消のための光ファイ
バー網を整備も追い風となり，２00５年に神山町内の全戸に光ファイバーが敷設され，ブロードバ
ンド環境が整っている．県が整備した光回線網を活用して，IT ベンチャー等１１社のサテライトオ
フィスや本社の誘致に成功した．過疎地に於ける人口減少は不可避であるが，開き直って，「創造
的過疎」を掲げている．仕事がないから，若者が故郷を進学等で出て，再び町に帰って来ない．
そうであれば，町に職場を作ればいいではないか．
第 ２ 項　神山町の人口動態１４）
　住民基本台帳によれば，総人口は６７６７人（２00９年）から６0７８人（２0１４年），１0.１％減である．生産
年齢人口，年少人口の減少率は更に高い．前者は３３４２人（２00９年）から２９１８人（２0１４年）の１２.６％
減，後者は４３３人（２00９年）から３４５人（２0１４年）の２0.３％減である．しかし，先ほどの先端技術産
業の誘致のお陰で，出生率は１.３３（２00５年）から１.４２（２0１0年）と上がってきている．
第 ３ 項　神山プロジェクト（大南信也）
　Ａ　サテライトオフィスの誘致
　サテライトオフィスというと，企業の本社の人が循環して滞在するだけで，地元で雇用が生ま
れないと考えられた．しかし神山町では，三十数名新規雇用も生まれた．サテライトオフィスで
仕事をするのはエンジニアやプログラマーのような職種だけでなく，更にオンライン営業を行う
会社まで出現した．
　Ｂ　ワーク・イン・レジデンス
　外見は古民家，内部は最先端技術のオフィスだったり，レストランだったりする．町内の空い
１３）　大南信也「雇用がないなら仕事を持っている人を呼べ」『中央公論』２0１５年 ２ 月号．
１４）　前掲『データで見る県勢 ２0１５年版（第２４版）』，前掲『都市データパック ２0１４年版』．
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ている古民家に仕事を持った人の滞在を促進する試み．将来，町に必要となる働き手の誘致を進
めている．ここで注意を要するのは，寄せられた希望をもとに住民が選ぶ「逆指名制度」を取っ
ている点である．であるからやみくもに「来てください」とお願いしているわけではない．その
結果，ここ数年でビストロ，カフェ，パン屋，ピザ屋等続々開業している．全国の自治体の取り
組みとして，移住者を増やしたい為に，行政で受け皿を作ってしまうケースが多い．例えば臨時
職員に雇うといったように．けれどもそういう手法だと ２ 年ぐらいの任期切れになった時に呼び
込んだ人達が自立できないので定住に繫がりにくい．自分で起業した人は小さいながらも自立で
きるので地域に根付く可能性が高くなる．つまり，政策的に仕事を作るのではなく，その人達が
自ら仕事を作る点に意義がある．そういう移住者は世の中の変化がどういうふうに変化しても，
割と強い．
　Ｃ　「神山塾」（町の自立支援事業）
　職業訓練，起業支援等，積極的に後継人材の育成．これは ６ カ月間の職業訓練で，厚生労働省
関連の基金訓練・求職者支援訓練による後継者育成事業．２0１0年末に開始し， ５ 年で７７人が修了
し，そのうち約半数が神山町に移住者として残った．
第 ４ 章　岡山県と真
マ
庭
ニワ
市のバイオマス業
第 １ 節　岡山県の日本に於ける位置づけ
第 １ 項　歴史的位置づけ１５）
　古代は吉備（キビ）国と呼ばれていたが，大化の改新（６４５）後，備前（後一部美作（ミマサカ）
国），備中，備後（ビンゴ）の ３ 国に別れた．藩政時代，多くは備前岡山の池田藩と作州津山の森
藩に大別され，廃藩置県（１８７１）を迎えた．備前に岡山県，備中に深津県（後に小田藩），美作に北
条県が置かれた．１８７５年に小田県，翌７６年に北条県が岡山県に合併，小田県の一部を広島県に移
し，現在の県域が確定した．現在岡山県は１５市１0町 ２ 村からなる．
第 ２ 項　経済的位置づけ１６）
　一人あたり県民所得（２0１１年度）は２６９.３万円で全国平均を下回っている（東京の ６ 割弱）．有効
求人倍率は１.２３（２0１３年）．同年全国平均0.９３，東京１.３３．岡山県は毎年東京と拮抗するほど就職状
況は良い．完全失業率（％）はデータの取れる範囲内で，岡山２.７（東京４.１），２000年同４.１（同５.0），
２00５年３.８（４.７），２0１0年４.３（５.５），２0１１年３.７（４.８），２0１２年３.７（４.５）と，数字を残している．勿論，
賃金格差はある．概ね岡山県の事業所の現金給与は東京都の ７ 割前後（２0１２年）．経済センサスに
１５）　前掲『原色現代新百科事典』「岡山県」．
１６）　前掲　『データで見る県勢 ２0１５年版（第２４版）』．
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よると，製造業の従業者一人あたり出荷額は５１７３万円で全国 ６ 位の高位に位置している（２0１２年）．
全国平均は３７0８万（東京２４６７万円）．主な生産物（２0１２年）は，織物製男女学生服（全国シェア
６９％），畳表（同５７％），醸造用機械（同４７％），織物製事務・作業・衛生用衣服（同２８％）は全国 １
位である． １ 住宅あたりの延面積は１0９.８平米で全国２１位で平均の９３.５を上回っている．百世帯あ
たりの乗用車保有台数は１３７.６台で全国２１位で平均の１0７.３台を上回っている．ゴミのリサイクル率
（２0１２）２６.７％で全国 ３ 位の数字である（三重３0.７％，山口２８.１）．１0万人あたりの医師は２７７.１人で全
国 ７ 位，同歯科医師は８７.３人で ４ 位（２0１２年）．１0万あたりの病床数は病院（患者２0名以上）１５２２.２，
一般診療所（患者１９名以下）１３８.0で各自全国平均１２３６.３，９５.３をベスト１0には入らないが，全国高
位をキープしている．
第 ２ 節　真庭市とバイオマス業１７）
第 １ 項　真庭市のプロファイル１８）
　岡山県真庭市は県北央部で，鳥取県と接する中国山地に位置している．平成の大合併によって
２00５年 ３ 月末に従来の ５ 町 ４ 村が合併し，市制が施行された．総面積８２８平米というのは香川県の
半分程に相当するが，その ８ 割を山林が占めており，人口は合併前の旧自治体合計は，１９７0年
６２６0８人から年々減少し，２0１４年は ４ 万８７６５人．しかし，藻谷浩介のベストセラーとなった，NHK
広島取材班との共著『里山資本主義』１９）で，一躍スターダムに押し上げられたのは，モデルとなっ
た真庭市のバイオマス林業である．
第 ２ 項　人口動態２0）
　住民基本台帳によると，真庭市の総人口は ５ 万１７0４人（２00９年）から ４ 万９0３１人（２0１４年）へ．
５.１７％減．生産年齢人口は ２ 万８７0２人（２00９年）から ２ 万６５４４人（２0１４年）へ．７.５２％減．年少人
口は６３９７人（２00９年）から５８２５人（２0１４年）へ．８.９４％減．出生率は１.７５％（２00５年）から１.７３％（２0１0
年）へ．0.0２％減．しかしながら，この真庭の１.７３％は，岡山県では一番で，津山１.６８，倉敷１.６0，
新見１.５５等が続き，県下の平均は１.４９を上回っている（県都岡山市１.４４）．増田寛也の推計では，若
年女性減少率５２.１％で「消滅可能性都市」に分類されている．
第 ３ 項　バイオマス事業の意義
　『里山資本主義』によれば，真庭市はエネルギー革命の最先端にある．それは「木質バイオマス
発電」と言われるもので，同市の主要産業である林業，製材業で発生する廃材の「木屑」を燃料
として発電する．同市は「バイオマス真庭」を謳い，２0１0年にはバイオマス関連の研究・人材育
１７）　大田昇「企業誘致ではなく，地域資源を産業化する」『中央公論』２0１５年 ２ 月号．
１８）　前掲『都市データパック２0１４年版』．
１９）　藻谷浩介・NHK 広島取材班『里山資本主義』角川 one テーマ２１，２0１３年．
２0）　前掲『データで見る県勢 ２0１５年版（第２４版）』．
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成事業も立ち上がった．
第 ４ 項　「バイオマス産業杜市構想」の発展経過
　主要産業である林業や製材業と連携し，間伐材や製材所から出る端材を原料としたバイオマス
発電に取り組む試み．１９９５年頃，真庭地域の若手経営者が作った「２１世紀の真庭塾」が母体．そ
の勉強会から，「従来捨ててきた廃材などを木質（モクシツ）資源として活用できないか」という
アイデアが生まれ，１９９８年地元の製材業者である銘建工業が，端材を燃焼させて ２ 千キロワット
／時の発電可能な火力発電所を建設．２00５年に真庭市が誕生してから，民間と連携する行政のバッ
クアップが厚みを増してきた．２00５年度からは，NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）
の公募事業「バイオマスエネルギー地域システム化実験事業」で，間伐材や樹皮等を燃料化する
ための実験を ５ 年間実施．0９年から「真庭バイオマス集積基地」の建設等も加わり，ここで生み
出されたバイオマスエネルギーは，原油換算すると，年間 １ 万５６00キロリットル相当．灯油換算
すると， １ リットル１0３円として約１６億円分に相当する．市内のエネルギ自給率は１１.６％にまで上
がった．
第 ５ 項　国の「地域活性化モデルケース」に指定される（２0１４年 ５ 月）
　山間地の新たな町おこしのモデルとして，国の指定を受けて追い風となった．市内で，木質資
源の集配運搬するシステムも構築された．その結果，市内では，間伐材や林地残材はチップにし
て各事業所のボイラー等の燃料にして，製材所のカンナ屑は木質ペレットにして各家族のペレッ
トストーブで燃やす，といった仕組みが構築された．
第 ６ 項　「真庭バイオマス発電株式会社」本格的事業で利潤を生み出す会社
　２0１５年 ４ 月，先の銘建工業や真庭林業組合等地元 ９ 団体が出資した「真庭バイオマス発電株式
会社」創業． １ 時間あたり １ 万キロワットの日本最大級の木質バイオマス発電所が稼働．真庭市
も資本金 ２ 億５000万円のうち３000万円を出資．発電所の要員として１５人の雇用．木質原料の搬入，
生産に１８0人の雇用が必要．間伐材等が有効利用されれば，山林の再生に繫がる．フル発電で，市
内のエネルギーの ４ 割にあたり，一般世帯 ２ 万 ２ 千世帯分に相当する．
終わりにあたって
　日本の地方公共団体は，過疎化と高齢化に苦悩している．しかしながら，少数の自治体は，そ
の課題に果敢に挑戦している．北海道ニセコ町は，「売りのブランド」のパウダースノー型を超越
し，夏場のラフティング等を加え，通年型のリゾートに変貌させて，雇用の確保にも成功し，人
口増加化に繫がった．福井県の鯖江市は，大量生産・低廉な中国産メガネに打ち勝ち，ブランド
化・高級化に活路を見出し，生産・販売に常にイノベーションを加え，成功した．徳島県の神山
町は，過疎を売り物に変え，IT ベンチャーの誘致に成功し，人口の定住化に腐心した．岡山県の
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真庭市は，深里の森林を，バイオマス発電のメッカに変身させ，利益を生み出す宝の山にした．
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